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  総務経済常任委員会会議記録（概要） 

 令和７年２月２７日（木） 

  開  会（午前９時０分） 

  

 【議  事】 

 〇議案第３４号「所沢市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する

条例の一部を改正する条例制定について」 

 【補足説明】な  し 

 【質  疑】 

石本委員 議案資料ナンバー１の１３８ページの表で、退職報償金で３５年以上が

規定されているが、過去に所沢市の消防団員の方で３５年以上の方は把握

されているか。 

 

森田危機管理

担当参事 

 

現在、３５年以上の方は３名おります。 

 

石本委員 今回の改正で団長は３５年以上であると、１０７万９，０００円となる

が、団長を長らく経験された方も３５年以上になるのか。 

 

森田危機管理

担当参事 

現団長は３５年以上になります。 
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矢作委員 最高齢ではお幾つの方がいるのか。 

 

森田危機管理

担当参事 

 

６５歳以上の方が２名おられます。 

矢作委員 現在、各分団で人数が少なく増やしていかなければならない分団が幾つ

あって、どこの分団か分かるか。 

 

森田危機管理

担当参事 

 

令和７年２月１日現在ですが、団員の在籍人数が少ない分団は、第２、

第７、第１０分団になります。 

 【質疑終結】 

 【意  見】な  し 

 【採  決】 

 議案第３４号については、全会一致、原案のとおり可決すべきものと決

する。 

 

  休  憩（午前９時５分） 

（説明員交代） 

再  開（午前９時６分） 
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 〇議案第２０号「所沢市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部

を改正する条例制定について」 

 【補足説明】な  し 

 【質  疑】な  し 

 【意  見】な  し 

 【採  決】 

 議案第２０号については、全会一致、原案のとおり可決すべきものと決

する。 
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 〇議案第２１号「所沢市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一

部を改正する条例制定について」 

 【補足説明】な  し 

 【質  疑】 

矢作委員 育児とか介護の法改正があってということで提案されていると思うけ

れども、この病休の部分については国家公務員の改正に準じているという

理解でよろしいか。 

 

清水職員課長 今回、病気休暇の部分につきましては、国が元々持っている制度に市の

制度を近づけるような依頼がございまして、病気休暇の通算の考え方につ

いてを適用するものでございます。 

 

石本委員 近づけるという答弁があったけれども、現時点では国の制度とどの部分

がどう違うのか。 

 

清水職員課長 国の病気休暇という制度につきましては、一定期間病気休暇を取得した

後に、再度病気休暇に入るときに、それを一定期間連続した場合、前後の

病気休暇の期間を一定期間置いた後でも、通算して数えるというような規

定がございまして、今まで本市にはそういった規定はございませんでした

から、そちらを設けるというものになります。 
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石本委員 もう１０年以上前だったか、所沢市の場合は、長期休暇でトータル４年

ぐらい休んでいても、休業補償とかが出るという制度があったのを当時当

摩市長のときに改正したと思う。あのときかなり国と縮めたという感じが

するが、あのときの改正はどんな感じであったか。 

 

清水職員課長 委員御指摘の過去のものにつきましては、在職年数に応じた割増の日数

といったものがあるということでございまして、今はなくなっておりま

す。 

 

石本委員 それがなくなって、たしかあのときだと全部足して４年くらいお休みに

なっても、いろいろ補償が出るというのがかなり短縮されたわけである。

具体的に何日かは私も記憶が飛んでいるのだけれども、そうすると先ほど

近づけるという話であったけれども、国だと何日で、所沢市との差は何日

ぐらいになるのか。 

 

清水職員課長 国におきましては、病気休暇がまず９０日ありまして、病気休暇が終わ

った後に分限休職がございまして、そちらのほうが３年間ございます。基

本的に所沢市も同じ日数なのですが、メンタルの方の病気休暇について

は、所沢市は１８０日という規定がございますので、その精神面の病気休

暇の部分が９０日の違いがあるということでございます。 
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石本委員  所沢市のほうが充実しているということか。 

 

清水職員課長  精神面については、所沢市のほうが長いということになります。 

 

矢作委員  議案質疑でもあったかと思うけれども、議案資料の１２ページで第１７

条の２第２項で、「当該職員が４０歳に達した日の属する年度において、

前項に規定する事項を知らせなければならない。」というふうにあり、そ

のことについて議案質疑があったと思うが、これは法律のほうで４０歳と

いうことが明記されているので、４０歳と書かれているのだと理解してい

るけれども、議案質疑の答弁では、全職員を見られるようにしていきます

という話があった。今は出産の時期が割と遅くなったりすると、介護と育

児が重なるという部分もあって、そういう意味では全職員がそういうこと

を知り得ることが大事だと思うのだけれども、その辺りはきちんと知らせ

もするし、対応もやっていただけるという理解でよろしいか。 

 

清水職員課長  おっしゃるように国の必須の部分は４０歳以上ということになります

けれども、特にそこを職員全体に周知をすることで、委員御指摘のように、

将来を見据えた対応ができることになるかと思いますので、そのように心

がけたいと思います。 

 

 【質疑終結】 
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 【意  見】な  し 

 【採  決】 

 議案第２１号については、全会一致、原案のとおり可決すべきものと決

する。 
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 〇議案第２２号「所沢市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条

例及び所沢市常勤の特別職の職員の給与等に関する条例の一部を改正

する条例制定について」 

 【補足説明】な  し 

 【質  疑】 

矢作委員 議案質疑でもあったかと思うけれども、この期末手当については審議会

に諮るものではないかということを確認したいのと、この改正による影響

額をお示しいただきたい。 

 

清水職員課長 まず特別職報酬等審議会のほうでの所掌事項としましては、議員報酬や

政務活動費、あと市長、副市長、常勤の特別職の給料の額となっておりま

すので、今回につきましては期末の支給月数の改定でございますから、特

に審議会では諮ってはいないものでございます。 

影響額につきましては、議案資料ナンバー２の１４ページのところでご

ざいますが、「６ 事業費及びその財源等」にございます、【改正による

影響額」でございまして、議員につきましては２２３万２，０００円、市

長、副市長、教育長、上下水道事業管理者、常勤の監査委員につきまして

は４７万６，０００円となっております。 

 

 【質疑終結】 

 【意  見】 
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矢作委員  日本共産党所沢市議団を代表し、議案第２２号について反対の立場から

意見を申し上げます。今回の条例改正は、議員及び所沢市常勤の特別職の

職員の期末手当の支給月数の引上げです。一般職職員の期末及び勤勉手当

の引上げとの均衡などを考慮して、期末手当の年間０．１月分の引上げで

すが、異常とも思える物価高騰の中、給与改定による賃上げなどが行われ

てはいますが、実質賃金は目減りし、年金も僅かばかりの増額であり、市

民感情から期末手当の引上げの理解を得ることは難しいと判断し、議案第

２２号には反対いたします。 

 

 【意見終結】 

 【採  決】 

 議案第２２号については、挙手多数により、原案のとおり可決すべきも

のと決する。 
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 〇議案第２４号「所沢市一般職員の給与等に関する条例の一部を改正する

条例制定について」 

 【補足説明】な  し 

 【質  疑】 

石本委員 議案資料ナンバー２の１９ページで確認したいのだが、初任給調整手当

で医師が３１万円ということだけれども、仮に所沢市で初任給の医師を採

用した場合、年俸は年間どれくらいになるのか。 

 

清水職員課長 おおよそで１，４００万円でございます。 

 

石本委員 これは支給限度額となっているけれども、これは限度だから、こういう

ふうに引き上げるということは、自治体の判断で緩めることもできるとい

うことか。 

 

清水職員課長 初任給調整手当は、年数を経るごとに徐々に減っていくような手当にな

りまして、そういった意味で一番高いところの金額はこれで定めてあっ

て、その後刻んでいく金額というのは別途定めるものになります。 

 

石本委員 初任給調整手当は最初の大卒のときが一番高くて、そこから下がってい

くという制度だと思うのだけれども、医師は大学を卒業されてすぐに赴任

されてこないと思う。そうすると、ここ数年でいいのだけれども、大体幾
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つくらいの方が所沢市市民医療センターに初めて赴任してくるのか。そう

いうのは職員課では全く把握していないのか。 

 

清水職員課長 正確な年齢は把握していないのですが、４０代と５０代の方が多いと認

識しております。 

 

石本委員 そうすると大体ざくっとしたイメージだけれども、４０代とかだとこの

初任給調整手当は幾らくらいまで下がってくるのか。 

 

清水職員課長 規則のほうで規定しておりまして、今現在ですと、現在の規則のお話に

なりますが、例えば１年目ですと、３０万９，２００円ですが、それが１

０年目になりますと、同じく３０万９，２００円。念のために２０年目に

なりますと、２９万６，０００円、３０年目になりますと１５万５，００

０円でございます。 

 

斉藤委員 今回、国家公務員の給料の引上げということで初任給が上がるというこ

とだけれども、感覚では、大卒が２万３，２００円、短大卒が２万６，３

００円、高校卒が２万４，９００円で、結構上げているなと私は喜ばしい

ほうで見ているのだけれども、前回上がったのはいつ頃になるのか。あと、

どのくらいアップしたかというのが分かれば教えていただきたい。 
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清水職員課長 前回の増額改定は令和５年度で、昨年度になりまして、そこで平均１．

２％の改定がございました。 

 

斉藤委員 毎年、ちょっとは上がるという感じでよいか。 

 

清水職員課長 人事院勧告は民間の給与を調査して、そこで改定額を示していく制度に

なっておりますので、上がっていく年、下がっていく年がございます。こ

このところではずっと下がっていく傾向ですとか、ほぼ現状維持というの

が多かったのですけれども、昨年度と今年度は上がっているといった改定

勧告になっております。 

 

石本委員 結局、昨年１．２％上げて、今回も上げるわけだけれども、現実、技術

職の採用とかで相当御苦労されていると思う。人勧で今回１．２％上がっ

ているわけだけれども、例えば技術職の相場というのはどれぐらい上がっ

たかというのは把握されているのか。今、技術職の採用に本当に御苦労さ

れている。現実にこうやって物価が上昇してくると、今までの３０年間は

デフレであったから、公務員は当然人気がなくなってくるわけである。そ

うすると今までの採用のやり方とか手法から多少変えていかないとなか

なか優秀な人材確保には結びつかなくて、私は正直言って、この金額でも

技術職は少ないと思っているのだけれども、人勧だからしょうがない。こ

れを補うための新たな採用の取組というのは、職員課とか総務部で検討さ
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れているのか。 

 

井上総務部長 これまでもこういう傾向になるという見込みがあって、やはり採用する

前に、例えば学校のほうに声をかけたりとか、いろんな説明会をやったり

とか、そういったところで人集めといったことはやってきているのですけ

れども、今後についてもそれは続けてやっていきますし、また新たな確保

策というのは、これからも検討していかなければいけないというふうに思

います。 

 

島田委員 総務部でその人事院勧告に基づいて、いろいろ引上げとかされていると

思うのだけれども、その勧告についての尊重する意味合い、度合いという

か、考え方というのを聞かせていただきたい。要するに、勧告があればそ

のとおりに沿ってやっていくものなのか、それともそれは一つの参考例と

して、所沢市は所沢市として解釈してやっていくのか、その辺はどんな考

えで取り組まれているのか。 

 

清水職員課長 人事院勧告に基づく内容としますと、本市の考え方としては、人事院勧

告尊重というところではあるのですけれども、特に、例えば周辺自治体と

の均衡を図ったりするときに、そのよりどころとなるものが、当市では人

事委員会がないものでございますから、そうした意味ではその全国的な調

査をやっている人事院勧告に基づくというのが、よりどころとして大変重
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要なものだと考えていて、それを可能な限り遵守していこうといったとこ

ろで取り組んでいるところでございます。 

 

島田委員 本会議でも出たけれども、地域手当のところで一応、今回引下げという

ような形だったかと思うけれども、お隣の入間市は６％から５％に下げて

いる。所沢市は今回、人事院勧告に従うという今の答弁があったのだけれ

ども、議場では東京都と接しているというようなところから判断して６％

ということだったのだけれども、そうは言うけれど入間市も東京都と接し

ているわけである。瑞穂町とかと接しているわけだから、なかなかそれっ

て理屈としてはちょっと難しいのかなと思ったのだけれども、改めてその

辺の地域手当の考え方を教えてほしい。 

 

清水職員課長 委員御指摘のとおり、東京都と接するという部分がまず一つございま

す。それに関連することになってしまうのですけれども、やはり先ほども

お話ありましたが、人材確保の部分につきましては、まさに東京都が隣に

あるというところでは、すごく差が大きくなってしまうところで、少しで

も差を埋めることによって、人材確保の部分が所沢市でも今後も確保して

いけるようにといった趣旨で、今回は現状維持とさせていただいていると

ころでございます。 

 

島田委員 そうすると地域手当の１％で、大体、給与面でどれくらい変わってくる
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のか。 

 

清水職員課長 １％ですから単純計算すれば、例えば３０万円の方でしたら３，０００

円ということになります。 

 

島田委員 議案資料ナンバー２の１９ページの改正概要「（1）給料」の「② 令

和７年度」のところでもうちょっと詳細を聞きたい。要するに賃金が上が

っていく中で、初任給を上げていくという考え方はよく分かるのだけれど

も、一方で、特に４０代、５０代とか３０代後半の人もそうだと思うが、

就職氷河期だった方というのは、なかなか賃金が上がらないまま置いてけ

ぼりの状態だと思う。それで今回、多分、②のところはその辺を少し意識

しているところなのかというふうに私は捉えたのだけれども、号給間の差

を拡大することによって最高額を引き上げるとかいろいろあるのだけれ

ど、そうすることによって、主に４０代とか５０代の管理職ではない方に

ついてはどういう影響、プラスになるのかとか、その辺をもう少し詳細に

教えてほしい。 

 

清水職員課長 一概にプラスマイナスという考え方は、なかなか難しいところですけれ

ども、今回、例えば４級、５級の高い号給の部分がカットされることによ

りまして、現実にはそこの部分に到達する方がなかなかいらっしゃらない

のですけれども、そうした中では、仮にそこの高い号給の部分をカットす
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ることによって、６級、７級といったような、より高い級のほうに進んで

いきたいという機運を醸成したいと言いますか、そういったところはござ

います。そうした中で職員自身が自分のキャリアを考えて、どんどん上を

目指していってもらいたいといった内容の改定でございます。 

 

福原委員 それでは、角度を変えて、観点を変えて、今回の人件費の様々な改正に

なっているわけだけれども、増加に伴って、逆にほかのコストをカットす

る、もちろん人件費が上がるので、全体が上がるわけだけれども、それに

対する分かる範囲の答弁で結構だけれども、コストのカット策とか、業務

の効率化とか、そういった感じのものについてはどういう議論になってい

るのかをお示しいただければと思う。 

 

井上総務部長 その辺の調整については経営企画課と財政課のほうでやっていますの

で、総務部のほうでは詳細は把握できておりません。 

 

福原委員 逆にほかの部分で、人事の評価について、今回の改定に伴って、何かし

ら今までの改定と変える部分があるのかどうか。例えば業績の評価、貢献

度に対する給与体系の改革とかというのは、今回の中に盛り込まれている

のかどうか、反映されているのかどうか、その辺の議論についてお示しい

ただきたい。 
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清水職員課長 今回の改定におきましては、今、委員御指摘のような、評価で直接変え

ていくというものはございませんが、先ほど申したように、給料表自体の

構造が、より上を目指していただくというような仕組みを今回の改定でつ

くりましたので、そうした中ではそれに沿うような制度を今後つくってい

きたいと考えております。 

 

福原委員 そうすると今までのところから、職員のやる気を出してもらうというこ

とが大前提で、パフォーマンスを上げてもらうというような感じの施策を

総務部として何か考えたことはあるということか。 

 

清水職員課長 一つはまさに今回の改定が、例えば８級、９級ですとか、上のほうを目

指す方につきましては、号給数を減らして最高額が引き上がったりもして

おりますので、そういった中でまずはこういったところでより上を目指す

ような金額的な部分になりますけれども、誘因の材料にはなるかなと考え

ております。 

 

石本委員 一応確認だけれども、今、経営企画課と財政課のほうで打ち合わせをす

るという話だから分からないという話だけれども、まずその前に人勧が出

てくるわけだから、人勧が出てきて、総務部としては、こういうふうな答

申が出てきてこう上げたいのだというのを、経営企画課か財政課かは知ら

ないけれども言って、後はもうお任せだから、簡単に言うと予算のつくり
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方の順番としては、出てくる予算について私はよく分からないのだけれど

も、人勧が上がるときは、最初にまず人件費から確定させてから行ってい

るという考え方でよいか。あと、経営企画課と財政課でこっちはとりあえ

ず何％上がり、何人ですと多分言うのだと思うがそれでよいのか、違うの

か。 

 

井上総務部長 予算の要求の仕方としては、各所属とか各部で要望を出すわけです。要

求を出して、当然その人件費に関しても、今回の人勧でこれぐらいの増額

がありますというのは総務部で出します。それを受けて、全体の調整を事

業で言えば経営企画課です。財政課のほうで全体の予算の枠の中でいろん

なところを削ったりとかということで、企画と財政のほうで調整している

というお答えをしました。 

 

石本委員 なぜ、その時期を確認しているかというと、例えば議案資料ナンバー２

の２０ページの配偶者のところが一昨日の質疑にも出ていたけれども、こ

の辺は当然のことながら、組合が二つあるが、組合とは一応話合いとかを

されたと思うのだけれども、いつ頃話されたのか。人勧が８月に出てきて、

本当なら例えば、配偶者のところはなくなるはずなのだけれども、激変緩

和しているわけではないか。これは組合から要求が来たのか、それとも最

初から市のほうで激変緩和してあげるよと言って提示しているのか、この

辺の組合との交渉はどうだったのか。 
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清水職員課長 委員御指摘の扶養手当の経過措置につきましては、職員団体側から交渉

の中でお話が出まして、そちらで交渉として受け入れたものでございま

す。 

 

石本委員 別に否定しているわけではない。よいのだけれど、そうすると最初は職

員組合の要求がなければ、人勧どおりでカットでいこうとしていたわけで

はないか。だけどこうして出てきたというのは、組合との交渉で合意した

のはいつ頃だったのか。１１月ぐらいか、１０月ぐらいか。 

 

清水職員課長 二つの職員団体がございますけれども、両方とも１月で妥結でございま

す。 

 

石本委員 １月であれば、本来ならば予算案をぎりぎりで査定をかけるときであ

る。だからさっきの時期を確認させてもらったのは、大体１月と言ったら

予算書を印刷していなければならない時期になっていて、そのときに妥結

ということで、その分激変緩和するために人件費が増額になっているわけ

である。その辺についてはそういう認識でよいのか。元々は少なかったけ

れども、組合が言ってきて１月に妥結したから、その分増えたということ

でよいのか。それとも、その前に大体の下打ち合わせが済んでいるという

ことか。 
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清水職員課長 委員御指摘のとおりで、予算計上のぎりぎりのタイミングでございまし

たけれども、そこで最終的に職員団体との交渉の結論をもって、今回の職

員課側からの予算要求を出したということになります。 

 

矢作委員 今の扶養手当のところだけれども、議案質疑のところで、配偶者の手当

２３８人、子供が５６１人というふうなことがあったかと思うが、その７

級と８級の内訳の人数が分かれば教えていただきたいのと、それから子供

の手当だけれども、令和８年は１万３，０００円にするわけだけれども、

ここに段階がついているというのはどういうことなのか。 

 

清水職員課長 子に係る扶養手当を受給している人数のうち７級、８級の人数というと

ころでございましたけれども、７級以下の人数ということで、７級以下の

人数ですと５４４人で、８級が１１人、９級が６人となります。 

今回子に係る手当額が、７年度が１万１，５００円になって、その後８

年度が１万３，０００円になるといったこの金額の推移につきましては、

人事院勧告のとおりの金額でございます。 

 

矢作委員  次は議案資料ナンバー２の２２ページのところで、議場で聞いていたか

と思うが、確認で、行政職の一番上がる方と、上がり幅が小さい方という

説明があったかと思うが、もう一度お願いできればと思う。 
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井上総務部長  議場でお答えしたとおり、一番幅の大きい方が約４５万円で、少ない方

が約１１万円です。 

 

 【質疑終結】 

 【意  見】 

島田委員  会派さきがけを代表いたしまして、賛成の立場からの意見を申し上げま

す。 

 地域手当に関する答弁で人事院勧告を尊重する、また近隣市の状況など

も考慮していく旨の答弁がありましたが、実際には同じく東京都に接して

いるお隣の入間市につきましては、きちんと人事院勧告に沿いまして６％

から５％に引き下げたという事情もございます。 

 人員確保に苦労しているということは、どの自治体も同じということも

ございますので、今後は人事院勧告においての引下げの際には、ぜひそこ

は考慮していただきたいということを申し上げまして、賛成の意見とさせ

ていただきます。 

 

石本委員  議案第２４号「所沢市一般職員の給与等に関する条例の一部を改正する

条例制定について」、立憲リベラルの会を代表して賛成の意見を申し上げ

ます。今回の条例改正は人事院勧告に基づくもので、改正内容は理解しま

す。しかし、昨今の人手不足の折、大手の民間企業では、大卒初任給が３
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０万円以上のところも現れ、バブル期のように優秀な人材が民間に流れる

ことが危惧されます。公務員は人事院勧告に従うので、どうしても民間企

業と比較して、インフレの時代には採用面で不利になるのが、過去の教訓

です。 

 ３０年間のデフレの時代が続き、現在の市職員も公務員志望者が多い時

代しか知らない職員が既に管理職になっています。特に技術職の採用は今

後ますます困難を極めることが予想されます。採用の際には今までと異な

る視点での手法の検討をお願いして賛成の意見といたします。 

 

 【採  決】 

 議案第２４号については、全会一致、原案のとおり可決すべきものと決

する。 
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 〇議案第２５号「所沢市一般職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改

正する条例制定について」 

 【補足説明】な  し 

 【質  疑】 

福原委員 確認で、看護師と准看護師の勤務体制の見直しとあるけれども、どんな

感じに見直されたのか。 

 

井上総務部長 ３交代制というのが今までありましたけれども、２交代制にすると勤務

時間は長いのですが、休みが取りやすいといったことで看護師のほうから

も要望がありましたので、そういった方向に、完全に切り替えるわけでは

なくて併用にはなるのですが、そういったところで今回のこういう手当も

つけたというものであります。 

 

福原委員 そういった勤務形態とかで、労働時間に影響が出るのかどうか。体制が

変わったことによってそういう影響というのは、具体的に言えば、手当が

増えることに伴って、夜勤を希望する職員が増えるとか、もしくは逆に負

担が増えるから離職するという懸念が出てくるのか。その辺のデメリット

とメリットみたいなものはどのような感じに想定されているか。 

 

井上総務部長 メリットとしましては、先ほど申し上げた休みが取りやすい、例えば消

防とかでも明けといって休みになります。そういった形で休みが取りやす
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いというのはメリットだと思います。デメリットとしましては、勤務時間

が長いというところで、看護師の負担というのはあるかと思いますけれど

も、ただ仮眠を取ったりという時間もきちっとありますので、先ほど言い

ましたけれども、看護師自体からこういうふうにしてほしいという要望も

出ていますので、そこまで大きい影響ではないと思います。 

 

矢作委員 議案資料ナンバー２の４８ページのところで伺いたい。この新旧対照表

で、旧のほうで第１号、第２号だったものが、第１号と第２号のア、イ、

ウというふうになるわけであるが、第１号が当直なのかというのと、第２

号のほうは深夜勤とか準夜勤とかということなのかと思うのだが、その辺

について説明いただければありがたい。 

 

清水職員課長 時間帯につきましては、準夜勤が２２時から翌１時まで、深夜勤が０時

１５分から５時までです。夜勤が２２時から翌５時まででございます。 

 

 【質疑終結】 

 【意  見】な  し 

 【採  決】 

 議案第２５号については、全会一致、原案のとおり可決すべきものと決

する。 
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 休  憩（午前１０時６分） 

 （休憩中に協議会を開催） 

 再  開（午前１０時１２分） 

  

 ○閉会中の継続審査申出の件について（特定事件） 

 閉会中の継続審査申出の件については、別紙の内容で申出を行うことと

決した。 

  

 散  会（午前１０時１３分） 

 



 

別紙 

特定事件 常任委員会閉会中継続審査申出表     

 

 

令和７年第１回（２月）定例会 

 

 

 総務経済常任委員会 

 

１ 国際化・多文化共生について 

 

２ 人権尊重社会について 

 

３ 男女共同参画社会について 

 

４ 学校教育（私立学校）について 

 

５ 情報の共有と市民参加について（広報・市民参加） 

 

６ 行政経営について 

 

７ 危機管理・防災について 

 

８ 財政運営について 

 

９ 農業・商業・工業について 

 

１０ 観光について 

 

１１ 労働・雇用環境について 

 


